


(2)その他の関連する現状等
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〇漁獲関連(H26とH30の平均値の比較）

漁獲量 1,923トン → 1,240トン

漁獲金額 490百万円 → 485百万円

（漁獲金額は、 単一魚種が外的要因により突発的に高騰したことで減少幅が小さい）

〇生産者関連（有川町漁業協同組合の組合員よりH22とH30の比較）

組合員総数 1,397名 → 1,068名

正組合員数 582名 → 279名

年齢構成(6 0歳以上の割合）

正組合員 75.6% → 89.9%

准組合員 70.3% → 91.0%

活性化の取組方針

(1)前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等













次代を担う漁業後継者育成事業（県）

農山漁村地域整備交付金（国）

社会資本整備総合交付金（国）、

長崎県定阻網漁業育成支援事業（県） 

新水産業経営力強化事業（県）

新上五島町水産業振興奨励事業（町）

新上五島町漁船用燃油高騰対策事業（町）

3年目（令和4年度）

以下の取り組みにより、漁業所得を基準年比12.2%向上させる。

漁業収入向上のl① 魚価向上
ための取組 ・魚種に応じて漁獲直後の第一冷やし込みの適切な管理を行い、出荷物の

鮮度統一化を図る。

. 活/、神経抜きすることで付加価値向上を図る。

．鮮魚出荷である魚種であっても短期畜養が可能な魚種は、出荷調整し魚

価の向上を図る。

・地元評価の高い魚種の市場評価の改善に向けフィッシュアナライザー等

による評価の可視化を検討する。

② 漁獲量の増加

・漁業種類が限られるが、盛漁期には1日あたりの出漁回数を増加させる

ことにより操業効率の向上を図り、漁獲量の増加による収益向上を図る。
③ 磯焼け対策

・食害生物を駆除し、天然藻場の増殖による拡大、藻場礁等による人工的

増殖を図る。

・食害生物の情報を 一般の遊漁者に拡散しリリー スしないよう要請するこ
とで、日常的な駆除活動の増加を図る。

④ 生産性の向上

・漁業者が減少するなか、好漁場への転換による生産性の向上を図る。

⑤ 新規就業者対策

・就業者関連のイ ベントヘの参加、情報の収集、外国人研修生の受け入れ
体制の準備を行い、雇用型漁業の安定した経営を図る。また、新規漁業

者においては、 ベ テラン漁業者による指導効率性のある漁業種類を斡

旋し年間を通した安定収入を図る。
⑥ 技術の継承

・新規着業した漁業者に、 ベ テラン漁業者の技術等を継承することで経験

不足を補い収入向上を図る。また、新たな漁業種類を増やすことで年間



を通した操業スケジュ ールの作成を可能とし、 効率的に収入向上を図るし

⑦ 情報の共有化

・当地域の中でも東側海域と西側海域では漁獲物の来遊状況が異なるため、

その情報を共有することで漁獲予測を可能とし、 漁獲効率、 収益の向上

を図る。

⑧ 漁港機能の維持管理

・漁港整備が完了後、 相当の年数が経過している漁港においては、 温暖化

による海水面の上昇や台風の大型化による機能低下が懸念されている。

漁港機能診断に基づく機能保全工事など必要に応じた漁港の整備を行

う。

，． 漁業者の就労環境改善を図るため、 浮桟橋など必要に応じた施設の整備

を行う。

漁業コスト削減I① 省燃油活動

・出港、 帰港時の減速航行や、船底状況を確認し適宜清掃を行う。 また、

船底、 及びプロペラ、 シャフトの付着物軽減対策を施し使用燃料の削減

を図る

② 低生産性魚種の活用

• 島内加工業者（漁協含む）に加工原料として供給することで島外出荷経

費の削減を図る。

活用する支援措I漁業経営セ ー フティネット構築事業（国）

のための取組

、
ノ

置等 I特定有人国境離島地域社会維持促進交付金事業（離島輸送コスト支援事業）（国）

離島漁業再生支援交付金事業（国）

水産多面的機能発揮対策事業（国）

競争力強化型機器導入緊急対策事業（国）

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国）

次代を担う漁業後継者育成事業（県）

農山漁村地域整備交付金（国）

社会資本整備総合交付金（国）

長崎県定置網漁業育成支援事業（県）新水産業

経営力強化事業（県）

新上五島町水産業振興奨励事業（町）

新上五島町漁船用燃油高騰対策事業（町）

4年目（令和5年度）

以下の取り組みにより、 漁業所得を基準年比12.2%向上させる。









活用する支援措I漁業経営セー フティネット構築事業（国）

置等 特定有人国境離島地域社会維持促進交付金事業（離島輸送コスト支援事業）（国）

離島漁業再生支援交付金事業（国）

水産多面的機能発揮対策事業（国）

競争力強化型機器導入緊急対策事業（国）

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国）

次代を担う漁業後継者育成事業（県）

農山漁村地域整備交付金（国）

社会資本整備総合交付金（国）

長崎県定置網漁業育成支援事業（県）

新水産業経営力強化事業（県）

新上五島町水産業振興奨励事業（町）

新上五島町漁船用燃油高勝対策事業（町）

(5) 関係機関との連携

各水産関連計画の方向性を加味しつつ、長崎県、上五島水産業普及指導センタ ーの助言、情報を

取り入れ本プランの推進に活用する。

4 目標

(1)所得目標

漁業所得の向上12.2%以上 I基準年
-------

目標年

(2)上記の算出方法及びその妥当性

l:: 
(3) 所得目標以外の成果目標

①短期蓄蓑による出荷調整 基準年

量の漁獲量に占める割合

②出漁増加回数(1業者あた
-----------·---

り） 目標年

③技術継承による漁獲増加

量

平成3 0年度： 漁業所得
--------- --------------------- ----

令和 6年度： 漁業所得

平成30年度：① 0% 

② 0回

③ Ok g

千円
------------

千円

------------------- -- - - - ----------------- - - - - - ---------
. 
-----

令和6年度 ：① 30% (2業者計）

② 7回

③ 3,420k g



(4)上記の算出方法及びその妥当性

①短期蓄養による出荷調整による単価向上を所得向上目標に算入している

②盛漁期の出漁回数増加を所得向上目標に算入している

③技術継承を行った漁法による漁獲量向上を所得向上目標に算入している

5 関連施策

活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性

漁業経営セ ーフティネット構築事業 燃油高等リスクの回避、 緩和

特定有人国境離島地域社会維持推進交付金 漁業コスト削減

（離島輸送コスト支援事業）

離島漁業再生支援交付金事業 磯焼け対策、資源増加対策

水産多面的機能発揮対策事業 情報の共有化

競争力強化型機器等導入緊急対策事業 魚価向上、 漁業コスト削減

魚価向上、 漁業コスト削減

新規就業者対策

基盤整備

基盤整備

基盤整備

基盤整備

基盤整備

基盤整備

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業

次代を担う漁業後継者育成事業

農山漁村地域整備交付金

社会資本整備総合交付金

水産基盤整備事業

浜の活力再生 ・ 成長促進交付金（国） 

漁港機能増進事業（国）

港整備交付金

長崎県定置網漁業育成支援事業水

産業経営力強化事業

定置網礁業対策、 新規就業者対

策魚価向上

新上五島町水産業振興奨励事業 漁業コスト削減

新上五島町漁船用燃油高騰対策事業 漁業コスト削減

その他（未定）




